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日本近代における植民地体育政策の研究 (第 1報)

～満州における体育政策の成立過程～

保健体育科教育教室   入   江   克 己
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(―) まえがき ～植民地体育政策に関する先行研究～

かつて筆者は,絶対天皇制下における明治神宮大会の成立と展開の過程を『昭和スポーツ史論一

引治神宮競技大会と国民精神総動員運動―』(1991年 不昧堂出版)と して著したが,その研究の過
程で1940毎日15)年の第11回 〈皇期二千六百年奉祝〉大会に参加した「満州(ま

んちゅり功
」国の存在にこ

だわりを感じ,日本というよりも関東軍の愧儡国家である,あの満州国における体育・スポーツ政

策と実態がどのようなものであったのか,Vゝつの日にか機会を見つけて明らかにする必要を感じて

いた(1ち
りんかん

1993年 7月 4日 ,「中国東北冷陥十四年史」編纂委員会のメンバーを招いて日中シンポジュウム「近

代日本と“満州"」 が神奈川県川崎市で開かれた。日本社会文学会の主催で昨年夏,中国の長春で開
催された第 1回シンポジウム「日本帝国主義と『満州』の文化」をうけて企画され,200余人が参加

した。そこでは,「日本に統治され,資料を残す余裕もなかった」中国側にくらべ,日本側にこそ資
料を発掘,整備する責任があること,さ らに日本側がもっと研究をしていく義務があることが指摘
されている。ち

たしかに「今までの植民地研究というと政治,経済,軍事などが中心で,文化の面から植民地や
占領下のアジアの問題が検討されたことはほとんどなかった。風俗や大衆芸能やマス・ メヂアと大

いにかかわる問題だが,そ ういう研究の蓄積はほとんどない。もという状況は,体育学研究において

も同様であり,昭和戦前のファシズム期はいうまでもなく,日本の支配下における植民地体育・ス
ポーツ政策に関する研究は,きわめて乏しいものといえる。ただ,わずかに日本支配下の旧朝鮮に

おける体育政策に関して,西尾達雄の「日本植民地体育政策の特徴」に関する一連の貴重な研究が

例外として存在するだけである
“
ち

一方,旧満州。満州国における体育。スポーツ政策については笹島恒輔の「第13章 満州国」 (『近
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代中国体育スポーツ史』逍遜書院 1966年  185～ 197ページ),志々田文明の「『満州国』建国大学
と身体運動教育」 (『体育原理研究』第21号 1990年 )が見られるものの,残念ながら,両研究とも
満州国における体育・スポーツ政策とその実相に迫るものではない。

前者はその概要にとどまっており,後者は1937(昭和12)年 8月 ,「道義世界建設の先覚的指導者
を養成するを目的」として設立された建国大学における「武道の近代化と武道教育」という,対象
が個別分野に限定されており,民族支配としての植民地体育・スポーツ政策の分析という視点が欠
落している点は,惜しまれる。

(工)分 析の視点 (1)

ところで,一般的にわが国近代における植民地支配の構造は,「『本土』を中心として同心円的拡
がりをしめし」,かつ「その外郭に皇民化朝鮮・台湾などの直轄植民地 (第二次大戦の末期,『本土
決戦』の戦略的配置において本土に属する沖縄・千島は外郭として位置づけられた)」 であり,こ れ
ら植民地の外縁に「文化之融合」した「日満華」という旧帝国主義的文明圏の性格を残す「東亜新

秩序」を位置づけ,さ らにその外周に「東亜新秩序」をささえる「大東亜共栄圏」と名づけられた

経済・資源・補給圏が設定された。

このような同心円的な支配構造は,「新秩序」という名の旧帝国主義的秩序を内包しつつ,資源圏
である諸地域は,「戦争協カノ強化」のために一方的な奉仕を強要される立場にあった。これは,言
葉を換えれば「皇民化」政策から「文化之融合」政策という論理の転換であり, この新旧二重の帝

国主義的支配は,19世紀以降の欧米帝国主義による一貫した植民地の帝国的支配という構造と異な
つた特徴をしめしているとされている(り。

この「皇民化」政策から「文化之融合」政策という場合,両者は断絶した関係にあるのではなく,
前者の「皇民化」政策は,後者の背後に隠蔽されているものとしてとらえるべきであろう。
では,こ うした植民地支配の構造的な特質とのかかわりで分析の視点をどこに据えるのか,が問
題になってくるが,基本的には,わが国が満州と具体的なかたちでかかわる1905(明治38)年から
1932(昭和 7)年の満州国の成立を経て1945(昭和20)年の満州国の崩壊に至る過程における植民
地体育政策ならびに理念を分析することによって,上述の支配構造が,いかに映し出されたのかが
問題にされるだろう。

(三)植 民地 (満州・ 満州国)体育政策の創始・展開・ 崩壊の過程

例えば,「満州建国十年史」は,「執政時代 (大同元年～大同 3年 2月 )」 ,「帝政第一期 (康徳元年
～同 4年 6月 )」 ,「帝政第二期 (康徳 4年 7月～同 9年 3月 )」 に区分しているが,以上の過程を次
の 5段階に区分することによって明らかにしたい。

(1)1905(明 治38)年の日露戦争 (ポーツマス条約)か ら満州事変を経て愧儡国家である満州国の
成立に至る過程と満州体育・スポーツ政策の特質。この段階は,複製化された近代体育とスポー
ツの移植をとおして自国民 (―移植民)を く皇民化〉していく教化政策の段階である。
(2)執政による満州国成立 (1932年 大同元年)か ら帝政実施 (1934年 康徳元年)の間における
満州国体育政策の理念と実況とは,いかなるものであったのか。この過程は,五族協和 (日・朝・
満 。中・蒙)・ 工道楽土建設の手段として体育・スポーツによる 〈文化開発〉と五族に対する 〈文
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化之融合〉政策が繰り広げられる段階である。

●)1934年の帝政実施から新学制の実施 (1937年 康徳 4年)における満州国体育政策の変容。こ
の過程では,教育制度の再編を挺子に く文化之融合〉を経て「日満華」の くスポーツ文化圏〉の
形成,ならびに薄儀の訪日 (1935年)に象徴されるように,〈東亜新秩序〉建設の一環として組み

込まれていく。

“

)1937年の新学制実施から1941年のアジア。太平洋戦争勃発に至る満州国体育政策の特徴とはな

にか。「皇国日本」を中軸にその外縁としてく東亜新秩序〉建設の大義名分のもとに回曇訓民詔書,

薄儀の再度の訪日 (1940年)と建国神廟創建にみられる 〈建国精神の聞明〉,「日満華」一体の強

化が呼号され,資源補給圏・戦争協力体制の強化という軍事戦略上から位置づけられる。
(5)アジア・太平洋戦争の勃発から翌年の建国十周年を経て1945年の満州国崩壊における体育政策

理念とその実相。「大東亜共栄圏」の構想のもとに日本の国家総力戦体制に従属し,自壊していく

段階である。

この (第 1報)では(1)を対象に,その過程を考察することにする。

1. リッ トン調査団と満州国スポーツ 。イヴェン トの展開

(1)「第 1回進国大運動会」の開催と「満州国体育協会」の成立

満州事変勃発の翌年である1932(満歴 大同元)年 3月 1日 ,〈満州国建国宣言〉が行なわれた直
後の4月 ,関東軍による愧儡国家である満州国の成立と同時に,同年 5月 に新京 (も との長春)に
到着予定の国際連盟が派遣したリットン調査団。)の満州における視察日程に呼応するかのように,全

国的に「建国努頭を記念して,満州国内諸民族青少年を動員して,体育運動を通じ建国精神の第一

礎石を築 くと共に,国民体位向上の重要性を全国民に認識せんとする目的(D」 のもとに日・満建国記
念連合大運動会 (第 2回大会からは連合の文字を削除し,建国記念 〈開催地名〉大運動会と改めら
れる)を各地で開催する案が企画された。
当時の関東軍宣伝課,民生部文教司,資政局弘幸艮処等の関係者の間で協議が行なわれ,その結果 ,
この運動会の主催者として体育所管の文教司内に体育運動統制機関が組織された。「ここに満州国体

育協会という名称が全関係者によって黙認せられた。未だ形無き主催者であったが,これによって

建国と同時に国家的な体育統制団体が生まれ,その第一着手事業である本大運動会によって幸多い

体育の発祥を見たのである。。も

大運動会は4月 下旬から5月上旬にかけて実施されたが,その模様はこう伝えられている。
この第 1回大会は,初等。中等学校児童生徒,専門学校以上の学生を対象に奉天 (現藩陽),長春 (新
京),吟爾濱を中心に「全満三〇余力所 (正確には31都市 筆者注)で行なわれたが,爾来これが体
育協会の年中行事として端年の節旬の日に催され,民族融和を目的とする体育祭として年々隆盛に

赴いた。一九四一年の第十回大会のときは,開催地三七〇余力所,参加人員二〇〇万人を突破する
に至った
“
Lと いう。

種目は,「各種民族児童を適宜団体もしくは数組等に混入し,民族融和の実現を期する如き。Lも
のとして団体運動 (マス・ゲーム体操舞踊)を中心に,運動競技 (演技 。武技 。陸上競技・サッカ
ー・器械体操。その他仮装行列)であった。「第一回大会に当りては,開催前後に於ける宣伝に力が

注がれ,運動会歌を作成すると共に,国旗掲揚に合唱すべき国歌に代る建国歌
ママ
も作成せられ,又

日満両国旗掲揚の日本国旗は関東軍司令官閣下より,満州国旗は大会名誉総裁薄儀執政より寄贈の
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光栄に浴した16J」 とぃぅ。

リットン調査団の日程にぶつけて大会が開催されたところに,関東軍の戦略的意図が端的に表れ
ているが (こ の点に関する分析は次の機会にゆずりたい), リットン調査団の一員として同行したド

イツ代表のH・ シュネーによる『満州国見聞録一リットン調査団同行記-0』 は,残念ながらその様
子について何ら書き残していない。

ただ『満州建国十年史』は,「斯 くて第一回大会は開催各地共予期以上の成果を収めて終了したの

であるが,偶々国際運盟調査員リットン卿一行の来満あり,吟爾濱,奉天其の他に於て本運動会に
遭遇,満州国が建国の初頭,既に斯の如き一大文化運動を開催し得た事実に多大の感銘を与えたの
であるlal」 といい,建国運動会の実施が,た またま偶然にリットン調査団の渡満と「遭遇」したにす
ぎないと言己述している。

この第 1回建国運動会の実施とともに設立された満州国体育協会は,後に執政から帝政への移行
により「大満州帝国体育連盟」に再編されることになるc

(2)第 1回満州国体育大会の開催

建国大運動会とともに注目すべきは,引 きつづいて同年 9月 25日 ,第 1回満州国体育大会が開催
されていることである。この大会は男女陸上競技,男子バスケットボール,女子バレーボールの 3
種目のほか,デモンストレーションとして新京女子小・中学校舞踊,新京武技道場会員武技演技等
にわたって奉天省・吉林省・黒龍江省・新京特別市。東省特区 5団体の総勢150名の選手が参加して

新京西公園運動場で繰り広げられている。

この大会の参加資格は,各満州国体育協会支部の区域内に2ヵ 月以上居住している者であれば,
「満州国内居住民は其の民族如何を間はず総て選手の資格を有す」とされている。

『満州建国十年史』は,「大同元年九月運動競技者の最高試練目標であり,且又運動競技発進の門
戸とも言ぶべき,第一回満州国体育大会の開催が企図せられた。本大会の開催は当時の実状より見
ては,無謀に近い企てであったのであるが,将来に備へて建国元年に於て其の第一回を強行する重
大意義の前に,あ らゆる非難と困難な事情を押し切って実現の運びに至ったのである。・・・・・結
果は悲観的予想を解消し,堂々将来の躍進を約束する好成績を齊らしたのである。もと記録している。

第 2回大会は,翌大同 2年 9月 29日 から3日 間に延長され,7団体300名が参加し,陸上競技のほ
かに男子バレーボール,サ ッカー,女子バスケットボールを加えて実施されている。以後この大会
は,第 2回大会からは極東選手権大会の派遣代表予選も兼ね,年々その規模を拡大していっている。
ところで,満州国の成立とともにこうした大がかりな競技大会が,なぜ可能になったのか。日本
の愧儡国家である満州国における体育・スポーツ政策を明らかにするためには,満州国成立の立役
者となった「関東軍」と満州における植民地支配の中軸となり,かつ体育 うスポーツを普及させた
「南満少H鉄道株式会社」 (以下,満鉄)について触れなければならないことは,言 うまでもない。

2.関東軍の登場 と満州国の成立過程

(1)関東都督府の設置と満州鉄道の割譲

東三省 (遼寧省・吉林省・黒龍江省)と呼ばれる満州は,東西の長さ約4,200キ ロ,南北の最大幅
1,650キ ロ,面積およそ120万平方キロ,日本本上の約 3倍以上,フランスとドイツ (旧東西)をあ
わせたものに匹敵する(図 1)。 その満州が注目されはじめたのは19世紀に入り,先進資本主義国が
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中国進出を始めてからである。

まず帝政ロシアが満州に進出し,1895(明治28)年の日清講和条約で満州を含む清国全上で治外
法権を獲得するとともに,1901(明治34)年 9月 ,英,米,露,伊,日 ,清朝と「最終議定書」を
調印し,北京と海岸間を占領する権利を獲得し,翌年には天津還付に関する交換公文により天津市
への駐兵権が追加され,日本は1,570名 の兵隊を派遣した。
日露戦争の結果,1905(明治38)年 9月 のポーツマス条約により日本はロシアから長春・旅順間
の鉄道を割譲し, 1キ ロに付き15名以内の鉄道守備兵を配備する権利をもち,10月 には関東総督府
(翌年 8月 ,旅順に設置された関東都督府の前身)を設置し,指揮下に陸軍 2個師団を駐留させた。
翌1906(明治39)年 12月 の北京条約によって中国は,ロ シアの租借していた関東州,東支鉄道長春
以南の路線の日本への委譲と新たに15年間における安東・奉天間の鉄道経営権を日本に与えたので

ある。

修)関東庁の設置と関東軍への再編
翌1907(明治40)年 3月 ,に は同鉄道と附属地を警備する独立守備隊 (6個大隊)が配備される
一方,同 7月 に第 1次日露協定を締結し,南満州
を日本の勢力範囲とすること,ロ シアは日本の朝
鮮併合 (1910・ 明治43年)を承認することをとり
決めている。さらに第 1次世界大戦のさなかであ
る1915(大正 4)年の「二十一ケ条」の要求によ
り,旅順,大連を含む関東州は1997年まで,満鉄
本線は2002年 まで,安奉線は2007年まで延長され
た。

こうして旅順,大連の租借権,南満州鉄道の経
営権等を受け継ぎ,満州支配の素地をつくるとと
もに,1912(明治45)年 7月 の第 3次日露協定で
日本の特殊権益の境界線を内蒙古 (熱河省)ま で
とし,こ こに満州問題は,満蒙問題に拡大するこ
とになったのである。

しかも,鉄道守備隊は,日露戦争から第 1次世
界大戦直後に至るまで現役将官である関東都督府

長官の指揮下におかれ,都督府陸軍部と称されて
いたが,1919(大正 8)年 4月 に長官を文官とし
たため,都督府が租借地 (関東州)を管理する関
東庁 (長を関東長官と言い,関東軍司令官と満州
特命全権大使を兼務し,関東州の管轄,満鉄業務
の監督と路線の警務を行なう)が設置された。
なお,こ の時点で満鉄 (「総裁」は官僚的である
として「社長」に改称されるが,昭和 2年に再び
復活する)と 陸軍部に分離されて以後,「関東軍」として編成されるが,満蒙治安維持の立役者とし
てその政治的地位を強化し,対中国政策に影響を与えるようになるその基盤は,満蒙における日本

(図 1)満洲事変当時の満洲

備考 山口重次『悲劇の将軍 石原莞爾』 (扉)よ り
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の特殊権益 。特殊地位を有するという考え方であったのである。

中華民国が成立すると満州もその支配下に入ったが,1925(大正14)年 7月 ,国民党 (総統蒋介
石)が広東で国民政府を樹立すると同時に,北伐を開始すると,関東軍司令部は,「東三省 (熱河特
別地域を含む)に一長官を置き,自治を宣布せしむ」との方針を決定し,満蒙を国民革命から切り

離し,日本の特殊権益地域化していく動きを強めていった。

満州支配が1906(明治39)年からスタートして1931(昭和 6)年までの25年間は,日本の支配は
南満州の一部分に限られていたが,満州事変を契機に,以後日本の支配力は満州全域に拡大し,日
本が敗北によって満州を放棄するまでの15年間にわたって植民地支配の活動を展開することになる

のである。

(31 満鉄の経営理念 ―「文装的武備」論―
これらの鉄道経営のために1906(明治39)年■月に半官半民の国策会社南満州鉄道が設立され (同

年 6月 の満州鉄道創設の勅令 〈第142号〉による),参謀総長で台湾総督を兼任する児玉源太郎の推

挙によって初代総裁に台湾総督府民政長官の後藤新平 (副総裁中村是公,後藤に継いで第二代総裁)
が就任した。任期は明治41年 7月 までであったが,満州の経営理念は,基本的には後藤の独自な経
営理念である「文装的武備」論を反映している(1ち

後藤は,「満州をして列国民人和絹互営の利市たらしめんことt21」 ,すなわち資本主義的市場たら

しめることが,満州経営の最終的な目的であり,意義であると認識し,その原則こそが「文装的武
備」論にほかならず,「文装的武備」とは,「文事的施設を以て他の侵略に備へ,一旦緩急あれば武
断的行動を助くるの便を併せて講じ置く事」であり,「王道の旗を以て覇術を行ふ13j」 ことであると

いう。そして満鉄は,そ うした植民活動としての鉄道経営 。炭坑開発 。移民・牧畜諸農工業開発と
いう く経済開発・文化開発〉のための役割を果たすべきであるとし,こ うして満州経営は,こ の満

鉄を中枢の機関として出発したのである。

後藤は,そのために従来の都督府・領事 。満鉄という「三頭政治」もしくは加えて陸軍 。海軍に

よる「五頭政治」の弊害を改め,多頭政治の統一を要求しているが,「文装的武備」論の真の姿とは,
実は権力を満鉄総裁に集中することを要求することであったのである。

満鉄は,鉄道付属地域における行政権を委任され,ま た教育・衛生を含む諸事業の経営権,必要

経費のための課金を徴する権利を許容されていたのである。「満鉄はそれに託された,も ろもろの重

要な経済的,軍事的の国家目的を遂行していくべき植民地開発会社であつた。この目的を達成する
ためには,ま ずその前提条件として鉄道の整備の改善をはじめ,あ らゆる近代的施設を設置するこ

とが要求された141」 のである。

満州開発のためには,華北と北満の距離を縮める近代的交通機関の建設と整備,外国貿易に必要
な諸施設 (港湾,船舶,金融機関,取引き所等)の建設,輸出するための海外市場の販路の開発と

拡大,そ した活動に必要な日本人官吏,満鉄従業員,技術者,企業化を定着させるための諸公共事

業の建設,都市経営等が要求され,こ れらの開発・建設事業が満鉄を中心に展開され,やがて「満
州支配の最大の極格に転化する。ち ことになる。

14)満州移民と都市人口

これに対して日本の満州移民は,上記の満州における四大開発政策の要として,ま た「我若し満
州に於て,五十万の移民と数百万の畜産とを有せんか,戦機若し利ならは,進みて敵国を侵略する
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1906(明 治39)年 3,821 16,61

1910(明 治43)年 25,266

1915(大正4)年

1920(大正9)年 6■ 57(

1925(大正14)年

1930(昭和5)年
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1940(昭和15)年 202,824 362,24( 1,065,072
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表 1 満州における日本人人口の増加趨勢 表 2 関東州・付属地の人口増加

備考関東局調査による F満州開発四十年史(上巻)J(84ペー
ジ)よ り作成

の準備となすへく,亦若し我に不利ならは厳然不動,和を持して以て機会を倹つに足るへし」(後藤

新平「満鉄総裁就任情由書」)と いう大陸経営の一使命として軍事戦略的に構想され,ま た1910(明

治43)年には外務大臣小村寿太郎が,議会で20年間に100万人の満蒙移住を提唱した。しかし,現実
には,満州事変に至るまでの25年間にわたる満州移住は関東州,満鉄付属地等でわずか23万人にす
ぎず,農業移民は1,000人 にも満たなかったのであ

る。この失敗は,事変までの満州経営がもっぱら
利潤の追求に終始した結果でもあった。

日本人の満州移民が本格化するのは,「本格的移

民期」とされる愧儡国家満州国成立からアジア・

太平洋戦争勃発にかけてであり,それは経済移民
ではなく,あ くまでも一つには,満州国の治安の

維持と関東軍の後備兵力 (武装移民)と してソ満

国境の防衛に投入されるという軍事的性格をもち,

第二には,昭和恐慌と農村不況による天皇制を支
える政治的・社会的基盤の動揺を抑止すると同時

に,「日本的秩序」の中核的な存在たらしめるとい

う政治的任務をかせられていたlel。

それ以前においては,例えば (表 1, 2, 3)
に見られるように,「在満日本人人口が目立った増

加を示したのは第 1次大戦中と戦後であった。"・

表 4 満州における都市の発達

1907盗F 1915年 19254F 19304F

20万 以 上 3 3

10～ 20万 3 1 2

5～ 10万 3 9 6

3～ 5万 6

1～ 3万

計

都市人口数 2,629

農村人口数 16,717 18,566 23,873 26,544

都市人口比 6.0% 7.7% 10.2% 1.02%

備考 前掲『満州開発四十年 (上巻)』 (97～ 98ペー

ジ)よ り作成 人口数の単位 (千人)

関東州人 日の増加 鉄道付属地人日の増加

1905年 1910年 1930年 1935年 1906年 1910年 1980年 1935年

日本人 36166E 159,74( 25,266

調鮮人

中国人 169,726
'35,01(

第三国人 1,769

計 374,786 粥9■ 14 1,119,87〔 lL49( 57,437 352,096 501,396

備考関東局調査による前掲『満州開発四十年史 (上巻)J(84ページ)よ り作成

表 3 関東州・付属地における日本人有業者職業別人口
農 業 水建要 工 業 鉱 業 商業・交通課商  業 交通業 労働者公務・自由業家算倒昭吹その他 無 職 合  計 家  族 聡人 口

1910年 3,844 632 12,684 28,456 33,882 62,338

1930年 17,946 16,279 17,631 3,40を 75,582 139,881 215,463

1935年 1.11 552 28,742 2,773 29,512 1,77C 134,371 210,902 345,273

備考 日本帝国統計年鑑・関東局統計局による 前掲『満州開発四十年史 (上巻)』 (85ページ)よ り作成
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日本人の活動地域は,日本の行政権の及ぶ関東州および鉄道付属地に限られていた。日本人の大部
分は鉄道従業員や行政的事務に従事したもののほか,関東州および付属地において商工業,鉱業に
従事したものから成り立って171」ぉり,関東州および満鉄付属地における諸都市の建設と行政面に異

常な努力を傾注し,注目すべき・・・・大連を自由港とし,埠頭設備と市街地建設のために巨費を
投じ,・・・ 。近代的設備の完備した。・都市を出現せしめた。このほか満鉄付属地の停車場を中心

とする市街地においても道路,水道,下水,電気,ガス,公園,学校,病院等の施設が大規模に日
本人によって実施され,衛生的な小都市が出現した。これらの諸都市においては治安が保たれ,近
代的行政が施行され(働」た。

その結果たしかに,こ れらの条件は,部分的には都市の発達を促し,人口の都市集中を加速化さ
せることになったが,満州の都市は工業都市としてではなく,商業都市として発達し,人口 3万未
満の小都市が大半をしめることになった (表 4 参照 )。
以上のごとく,満州事変までの約25年間におよぶわが国の満州経営は,欧米帝国主義諸国が世界
各地域で行なっていた伝統的な植民地支配の特徴に沿ったものであり,満州は,支配の主体である
日本資本主義の発展のための商品市場,投資市場,原料・食糧等の資源・補給圏として経済的に従
属し,近代的な工業化が阻止されるのみならず,旧帝国的支配秩序を温存しつつ,かつ封建的な社
会経済構造を拡大再生産しながら典型的な植民地的発展をたどったのである。

したがって,満州国成立前の体育政策は,こ うした支配構造に強く制約せざるえない。

3.満州国成立前における く皇民化・融和〉教育政策

(1)教育制度と融和政策
教育は大別して関東庁管内と領事管内に分けら

れ,関東庁管内は長官が管掌し,領事管内は領事
および外務・文部大臣が管掌する。関東庁管内は

関東州の教育と奉天や長春等の満鉄付属地の教育

に区分され,州内は州長が,付属地は満鉄が経営
にあたっていたが,朝鮮人の学校は主として朝鮮
総督府が管掌していた。注意すべきは,以後,在
満日本人の教育行政権は,昭和12年 12月 1日 に実
施された日本の満州国における治外法権の撤廃お

よび南満州鉄道付属地行政権の移譲の際にも「保

留」となっていることである。

一方,教育制度としては,(図 2)のように,建
国前には初級小学校 4年,高級小学校 2年制,両
者を併置した完全小学校が存在していた。初級小

学校のカリキュラムは修身,国語,日本語,算術 ,

自然,作業,体育音楽,図画の 9科日,高級小学
校では修身,国語,講経,日本語,算術,歴史,
地理,自然,実業,体育,音楽,図画の12科目(女
子には家事裁縫を加える)と なっているが,「体操」

(図 2)学制改正前の学校体系
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備考 満州帝国政府編 f満州建国十年史』(702ページ)に よる
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科ではなく,「体育」科という教科名に注目したい。

また言語,教育目的,教育課程の相違から日本人教育,中国人教育,日中共学の方法によって実
施されていたが,基本的には小・中等教育においては日中分離主義,専門および大学教育は共学制
を採用していた。日本人に対する教育は,こ れを義務化せず,小学校・実業補習学校・中学校・高
等女学校・実業学校・専門学校・大学等があり,すべて日本の学制を援用してきたが,特に満州の
環境と生徒・児童の将来の生活上の要求から学科目,教材,教授訓練等を改編していった。

磁)初等教育と く皇民化〉教育
日露戦争以後,日本の領有化になった租借地の関東州立,居留民団立,満鉄付属の日本人学校が
設立されていったが,初等教育に関しては1905(明治38)年 10月 ,安東軍政署が安東日清学堂内に
小学校を付設したのが最初である。翌年の5月 ,営口軍政署により営口小学校,遼陽基督教青年会
によって遼陽小学校が設立されている。

表 5 関東州・鉄道付属地教育機関 (初等 。中等教育)
小 学 校 公 学 堂 普通学堂 中 学 校 女 学 校 家政学校 実業学校

校数 教員数 焚雰 生徒数教員数 魔勢 生徒夢 吹員数 生徒数 険郵 生徒数 教員数 交勢 生徒数教員数 交数 生徒数教員数

幻東州 16,33( 81718 2,538 11 4 2,342 2 6

付属翼 lt 4 1,567 1

計 1 2125帝

備考 1931年12月現在 前掲『満州開発四十年史 (綸巻)』 (76ページ)よ り作成

表 7 保護者職業別 (高等科)
満 鉄 社 員 労   働

商   業 医   師

官   吏 軍   人

工   業 旅   館

料 理 店 運   送

土 木 請 負 そ の 他 355

農   業 計

備考 大正 6年 3月現在前掲『満州開発四十年史

(補巻)J(74ページ)よ り作成

また同年 8月 ,外務大臣,大蔵大臣,逓信 (郵政)大臣の命令書によって満鉄が鉄道付属地内に
教育事業の経営義務を負うことになり,満鉄は,そ の経営を居留民会に委ねていたが,明治40年 10
月居留民会が廃止にともなって会社経営に移し,関東都督府 (大正 8年関東庁になる)の監督下に
おかれることになった。

満鉄創立当時の初等教育機関は,こ のほか奉天小学校 (明治39年10月 居留民会),撫順千金案小
学校 (明治40年 3月  大谷派本願寺系)等公立 3校,私立 3校に過ぎなかった。当初,満鉄は居留
民会に学校経営をさせていたが,居留民会の廃上によって漸次会社経営に委譲し,そ して1908(明
治41)年 2月 に付属地小学校規則を制定し,学校配置計画にしたがって年々拡張していった (表 5,
6, 7参照)。

教育方針は,すでに1911(明治44)年には満鉄付属地内の 7校に「御真影Jが下付されているこ

表 6 鉄道付属地小学校児童数
明治41年 3月 明治45年 3月 大正 6年 3月

尋 常 科 3,231

高 等 科 3,957

学 級 数

教 員 数

備考 前掲『満州開発四十年史 (補巻)』 (73ページ)よ り作成
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とからも理解されるように,国体観念の養成が重視されたことは自然のなりゆきであったが,『満州

開発四十年史』には,「身体を鍛練して抵抗力を養成し,・ ・ 。・他日植民地における業務に従事し

て国民 (国家
ママ)発展の人に当らんとする人物の陶冶を期せざるべからず・・・・,教授において

は・ ―・個別指導の方針をとり,― 中 学級教授においては特に児童の自学自習を奨励し,―・・
学級児童の平均数を約四十名に制限(lLし たと記されており,こ こにも大正自由教育の影響を垣間見

ることができるのは,意外である。
また満鉄は,植民地在住の児童の特質について研究を進め,1915(大正 4)年には児童訓練要目
を定め,教科内容の生活化,地方化を理念として,中国語を随意科として課し,ま た各種の補充教
科書を盛んに使用したという。

(3)中等・専門 。大学教育と軍教の実施

日本人の中等教育は,1909(明治42)年に旅順中学校が設立され,1918(大正 7)年には関東庁
によって大連第一中学校,さ らに1924(同 13)年には大連第二中学校が設置されている。一方,満
鉄によるものとしては,大正 7年に奉天に,同 12年に鞍山と撫順,同14年に安東に中学校が設立さ
れた。

女子教育に関しては関東庁により1910(明治43)年に旅順高等女学校,1914(大正 3)年に大連
神明女学校,続いて1919(大正 8)年には大連市によって大連弥生高等女学校が開設され,ま た満
鉄によって鉄道付属地に奉天浪速高等女学校 (大正 9年),新京高等女学校,安東高等女学校 (大正
12年),撫順高等女学校 (大正11年)等がそれぞれ設立されている。
これらの中等学校は文部省令,も しくはこれに準じた会社特定の学校規則によって運営され,在
外指定学校の指定を受け,1927(昭和 2)年から男子は軍事教練が課されるようになった。
満州における日本の専門教育施設として日本人教育を中心とした専門学校と日中共学制の専門学

校が存在した。前者には南満州工業専門学校,満州教育専門学校 (昭和 8年廃校),日露協会学校が
あり,後者は,旅順工科大学付属工業専門部 (明治43年設置された旅順工学堂が前身であるが,大
正11年の旅順工科大学の設立により,大正15年に廃止される),南満州医学堂 (満鉄の経営によるも
ので,大正11年には南満州医科大学に改組される)である。
例えば旅順工科大学は,1929(昭和 4)年 5月 現在で教員数100,学生数は予科,日本人171,中
国人31,大学,日本人152,中国人16,予備科に14名 の中国人が在学していた。また満州医科大学は,

昭和 4年 4月末現在,学生数,大学,日本人219,中国人23,予科・予備科,日本人185,中国人121,
専門部,中国人114名,教授数は101名を擁していたといわれる。

141 外国人教育と融和政策

1904(明治37)年 12月 ,錦州軍政署は日本側による中国人に対する最初の南金書院民立小学堂を
開校したが,こ れが日本人による満州における中国人教育の創始であるとされている。明治39年に
は既設の学堂を公立とし,民立を改めて関東州公学堂南金書院と改称するとともに,関東州民政署
に移管した。その学堂教育の方針は,日本の「小学校令」と酷似しており,「児童の身体に留意し,
徳育を施し,な らびにその生活に必須とする普通の知識技能を授けることを主眼とする」というも
のであった。

また朝鮮人に対する教育は,ほぼ朝鮮総督府学校規程によっていた。一方,中国人に対する教育
は,日本語を中心に融和政策のもとで普通学堂 (4年制)。公学堂 (6年制,土地の状況により4年
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制)。 中学堂・師範学堂 (1校)を設置し,支障のないかぎり日本人の学校に入学することを認めて

いた。

4.満州における植民地体育政策の現況

(1)学校体育と保健政策

建国直前の満州体育・スポーツ界は,関東州庁ならびに満鉄 (満鉄運動会)に よって付属地を中
心に日本人を対象としてわずかに存在していたにすぎない。

『満州建国十年史』は「建国前の満州体育界は,満鉄付属地を中心とする日本人対象の体育に於
て,誇るべき成果を結んでいたのであるが,満州全土に対する体育施策には何ら見るべきものが無
く,僅かに旧政権の一部選手中心の体育施策に,そ の名残を止めたに過ぎない」と指摘するととも
に,「満鉄は施政の当初より夙に付属地福祉施設に力を致し,殊に体育施設に対しては学校社会を通

じ,日本内地に先がけて完壁を期し,岡部平太,斉藤兼吉両氏を得るに及び飛躍的な発展を遂げ,
創業三十年付属地行政権移譲に際し,体育方面にも亦満鉄は不滅の功績を残したのである(lLと も自

画自賛している。

岡部平太,斉藤兼吉等は,先進欧米諸国の体育事情を視察し,デンマークのエールスプックを満

州に招聘するとともに,「満鉄では満州の気候にマッチした学校体育要目を制定,小。中等学校等を

通じ,全学校に体育館を完備し,全校庭にスケート場を整備し,専任学校医を地区ごとに常置する

ことなどによって学校生徒の体位は逐年向上し,日本内地に比べはるかに優位を示した。さらに中

国側の東北大学,汚庸大学にも出張してその体育指導に当たったK21」 とぃゎれる。

満鉄が制定したとされる「学校体育要目」が建国後の「学校体育教授要目」をいうのか,ま たそ

の性格・内容がどのようなものであったのか,さ らには当時初等教育 (初級 。高級小学校)のみな

らず,中等教育等における「体育」の内容・方法が日本の「学校体操教授要目」によっていたのか,

実態がいかなるものであったのかは,残念ながら不詳であり,今後の課題である。
一方,保健に関しては夏期には戸外衆落活動を組織し,海浜衆落 (明治43年開始),温泉衆落 (大
正 7年),山間衆落 (大正13年)等を開設している。学校衛生に関しては,1908(明治41)年 2月 の

付属地小学校規則で私立に学校医を置き,公立には翌1909(明治42)年 6月 に義務づけ,毎年学校

衛生研究集会を開催している。また1910(明治43)年にはトラホーム予防巡回診療制を制度化し,

1918(大正 7)年にはトラホーム予防規定を定めた。
1921(大正10)年からは学校衛生帰 (中等学校には昭和 6年以降)をおき,昭和 3年には歯科,

眼科の診療規定を定め,1929(昭和 4)年には公費区学校医職務規定を定め,沿線小学校,家政女
学校,幼稚園に専任の学校医を3名がおかれ,児童身体検査 (発育検査,一般検査,特別検査)が
実施されている。

12)満鉄とスポーツ・クラプの組織化

近代スポーツ,広域にわたる全国的なスポーツ・クラブ組織ならびにスポーツ大会の成立にとっ

て近代的な賃金労働者群の形成,近代都市の出現,近代的な交通機関の整備,そ して何よりも近代

的なスポーツ施設が不可欠である。しかしながら,満州における都市の発達は,き わめて未成熟で

あり,1930(昭和 5)年の段階で全都市75の内,その大半が人口数 1～ 5万の小規模都市であり,
都市人口比は,農村人口数に対して1.02%であった (前掲表 4 参照)。
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表 8 満州における体育 。スポーツ団体組織名 。所在地 。設立年・主要事業等

備考『植民地二於ケル体育運動団体二関スル調査J(文部省大臣官房体育課1932年)よ り作成,なお「整球Jはバスケットボールの初期の名称で,その後「籠球」
と呼ばれるようになる。この他,大正2年に溝鉄の野球クラブである「満州倶楽部」が設立されている。

このことは,すでに指摘したごとく,満州国成立前における 〈統治一権力〉機構の農村への拡大
政策のもとで,移民が基本的には農業移民であったことに由来する。
こうした客観的・物質的な環境のなかで近代スポーツの大衆的な発展を期待することは困難であ

つたことは,容易に推測できるといえるだろう。そうしたなかで,満州国成立以前のスポーツは,
国策会社「満鉄」の「運動会」という支配層のエリー ト組織を中心に普及,発展していったが,そ
のスポーツ・クラブの組織化は,すでに1910(明治43)年には満鉄運動会が組織されているように,
明治の後期から始まっている。

後藤新平は,社員に対して「大家族主義」を説いていたといわれ,満鉄「社員会」が結成される
のは,大正15年のことであるが,同会の綱領には,(―)自主独立の精神を涵養し,自律自治の修養
を積むこと,(二)会社の使命に立脚し,その真正なる地位を擁護すること,(三)会社の健全なる
発達を基調とし,社員共同の福祉を増進すること,が掲げられており,満鉄運動会がそうした精神
的土壌を背景に設立されたであろうことは,容易にうかがい知ることができる。
1922(大正11)年には,既に後の満州国体育協会の前身である統合的な「満州体育協会」が設立
され,満州事変の1931(昭和 6)年までに組織されたクラブ組織は,(表 8)の通りであるが,各種
目別のクラブながら11団体に及んでいる。

ちなみに,わが国においてスポーツ組織 (体育協会)が成立するのは,大正後期のことであった。
文部大臣官房学校衛生課が,1925(大正14)年に行なった「社会体育団体に関する調査」によれば,

同年の 4月 末段階で府県単位の既設の組織 (計画中の団体は除く)は,19団体であることを考慮に
入れるならば,決して少なくはない0。

例えば野球に関していえば,早 くも1909(明治42)年 4月 に大連の実業団が社員対見習の試合 (伏
見台中央試験所前広場)が,同年 9月 には大連実業団と米艦乗組員との試合が行なわれている。ま
た1913(大正 2)年 6月 には大連実業団と満州倶楽部の試合 (西公園小学校北側)が行なわれてい
る。

団  体  名 事 務 所 所 在 地 設立年月 日 代 表 者 氏 名 主 な 事 業 内 容

満 鉄 運 動 会 満鉄地方部学務課内 月治43年 満 鉄 総 裁 昨育運動の実施,施設の計画・管理

大連基督教青年会体育部大連市敷島町内大連基督教青年会内明治44年 3月 1日 体育部主事 黒 田 善 ノヽ 室内体育館で少年
,学生・青年,壮年別に毎

週日曜日に体操,運動競技を指導

溝 州 体 育 協 会 満鉄地方部学務課内 大正11年 満欽地方部長

大 連 市 民 射 撃 会 大連市西公園町156 大正11月 2月 11日 大連市長 小 ,II順之政

大連講道館有段者会 満鉄地方部学務課内 大正12年 ハ
パ 長 山 西 恒 貞|

毎年春秋2回全満有段者・無段者団体試合,
全満中学校柔道大会の開催

満 州 剣 友 雀 同   上 大正12年 5月 副 会 長 森 本 勝 己
全満剣道大会,全満中学校選手確大会,全満

対内地学生・有力団体戦等の開催

大連アスレチック倶楽灘 同   上 大正15年 自  治  制 壁上競技大会の開催,選手の派遣・招聘

満州ラグビー蹴球協会 大連市南満州工業専門学校 昭和3年 11月 3日 常任理事桂正一大賀潔安藤武雄
満州の中枢機関として該競技の普及・発達を

図る

六 連 筐 球 連 整 大連基督青年会内 昭和3年12月 H日 連盟委員長 岡   大 路春秋競技会
,研究会の開催,審判員の養成・

派遣,審判員協会の設立

旅 順 体 育 協 会 関東庁体育研究所内 昭和4年 12月 16日 関東庁内務局長
全旅願学生競技大会・全旅順スケート選手権

大会・全満スケート選手権大会の開催

蒔州学生陸上競技連盟 南済州工業専門学校 昭和6年 10月 18日 委 員 長 松 田 一 人
満州学生陸上選手権大会。同記録認定・年鑑・

その他出版・連盟の目的に通した一切の事諜
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1915(大正 4)年 9月 には第 1回の満州野球大会が奉天で開催され,長春チームが優勝している
が,以後毎年開催されるようになった。同年現在で満州における野球クラブは,大連に満州倶楽部
(満鉄),大連実業団,工業学校,若葉会,満鉄埠頭,同電気,同沙河口工場,旅順工科学堂,中学
校,奥地満鉄撫順,奉天,長春等に存在していた。そしてこの年に大連西公園にグラウンドが設置
されている。

そして1916(大正 5)年には満日主催の第 1回関東州野球大会が開催され,翌 6年に早稲田大学
のチームが渡満し,満鉄倶楽部と対戦している。以後,ほ とんど毎年日本の大学,高等学校 (旧制)
を招聘し,試合が行なわれている。渡満した大学は早大,東大,慶応,明治,立教,法政の 6大学
ほか,学習院,京大,同志社,関西学院,一高,三高,山口高商等東西の主要大学の野球部のみな
らず,大毎,宝塚協会等も対抗戦に参加し,1925(大正14)年には極東オリンピック,1927(昭和
2)年には第 1回都市対抗戦に満鉄倶楽部が初参加している。
各スポーツ種目による全満ならびに各地域 (た とえば旅順等)中等学校や大学選手権大会の開催
が可能であったことは,中等・高等教育の整備とスポーツの普及と定着が不可欠であった。
『満州国史』は,当時の様子を「社会体育面においては,満州体育協会 (大正■年設立)が中心
となり,高野茂義範士,鯨岡喬七段を中心とする武道の普及,大連満倶,大連実業等の野球界,彗
星のマークをもつ陸上競技団,終始日本をリードしたスピードスケート,アイスホッケーなど最た
るものであり,ま た関東州三十周年記念行事としての日仏対抗競技大会の開催など,満州体育発展
の基盤が,日本側の手によって築かれていたものである

“
Lと伝えている。

一方,満州全土に対する体育政策に関しては,軍閥によって振興策がとられていた。『満州建国十

年史』は,極めて否定的に断じている。
「張学良もその没落の晩年,付属地体育に刺激されてようやく体育に目覚め,奉天城内に大競技場
を建設し,優秀選手養成に力を入れたのであるが,勿論それは一般大衆の体育的基礎に立ったもの
ではなく,偶発的学生選手発見の競技本位のものであった。当時満州には初等,中等学校は蓼々た
るものであったが,大学,専門学校は,軍閥の権力拡充を期する意味で立てられた私設のものが三

十余校も濫立し,徒に輪奥の美を競っていた。
張学良は,之等大学,専門学校に運動競技を奨励し,就中奉天東北大学,碍 庸大学に対しては,
専任指導者を配して優秀選手養成を企画した。・… 而し其の奨励方法は唾棄すべきもので,選手に
は莫大な奨励金や競技用具を公布し,競技の為めの休学を公認し,一般学生よりは特殊扱いを受け,

醜状目に余るものがあったのである。一方学校体育について見ると,体育要目は制定せられていた
が名ばかりで,体育教師は教師中の最下位に甘んじ,施設又微々たるもので何ら建設的足跡を見せ
ていないのである。も と。

満州への望郷という感情を背景に編纂された同刊行会の指摘は,当然このような記述にならざる
をえないだろう。だが,そ の実情の解明は,今後にまつほかない。
また対外的には,満州国が国家として国際的な認知を得るために第10回オリンピック大会に参加
することを画策し,大日本体育協会の影響を背景に大同元年 5月 に派遣選手を決定し,国際オリン
ピック委員会とオリンピック組織委員会に働きかけたが,承認を得られず断念している。
大同 2年 7月 には,全日本女子スポーツ連盟主催の招聘により女子選手40名 (陸上・バレーボー
ル)が来日し,さ らに同年11月 の第 8回明治神宮体育大会に,その視察をかねて陸上の14名が「満
州」地方代表として参加しており,同時に関東と関西で開催された日満交歓競技大会にも出場して
いる。
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この段階で指摘できることは,「満州国」成立以前における教育や体育・スポーツの在 り様とは,

〈移植民一自国民〉に対する 〈皇民化〉政策と同時に,ま さに支配者である「近代国家―皇国日本」
というイメージを誇示することであったことにほかならない。

13)満州青年連盟と体育・スポーツによる教化運動の開始
1928(昭和 3)年 5月 ,混迷する満蒙問題の積極的な解決をもとめる運動を展開するために大連
新聞の呼びかけに,満鉄の青年社員を中心として大連で満州青年議会が結成された。そして同年の
11月 に第 2回青年議会において満鉄社員の山口重次,大羽時男らが「満州青年連盟」 (以下,青年連
盟)の設立を提案,満場一致で可決され,議会終了後に,正式に発足した。
青年連盟は,その結成宣言のなかで「今や世界の視聴は極東に集注し,隣邦の政情は混沌として
国民帰趨の紡うこと年久しく,満蒙の前途も亦逆賭すべからざるもの」がある。「翻って母国の情勢
を顧みる,産業の振興に,人口食料問題の解決に,其の資源を満蒙に倹つや急」であり,ために青
年連盟の使命は「青年の純誠と熱情とを以て国策の遂行に尽澪し,生を満蒙の地に献じて,国家大
使命の貫徹を期せんこと」であると言い,「満蒙に於ける青年の大同団結を図り,満蒙諸問題を研究0」

することを目的に掲げた。

青年連盟の理事長に満欽理事の小日山直登,顧間には満鉄衛生課長金井章次 (後に理事長)等が
就任した。以後,青年連盟は,満蒙問題に対する在満日本人の危機意識を背景に,関東軍とともに
建国工作に画策することになる。

青年連盟は,必ずしも満蒙政策に対する世論の喚起という対外的な宣伝活動に終始するだけでは
なく,その思想教化活動の一環として体育・スポーツ,そ して保健に関する啓蒙活動を積極的に利
用していったことを指摘することができる。青年連盟では,講演会,体育映画,体操実演,遠足会
などを開催して,体育やスポーツ,保健に関する啓蒙活動を繰り広げている。
例えば「昭和 5年度に於ける運動概録」によれば,第13回役員会 (4月 28日 )において「協議事
項」に「 1 健康週間,遠足会に関する件 2 健康週間映画並に講演会に関する件」があげられ
ているが,こ の「健康週間」は, この年に全満で 4月 27日 から5月 4日 にわたって実施されるよう
になるが,建国後は,「体育週間」となり,全満にわたって実施されるようになる。
「四月二十七日から全満に亙って実施される健康週間に当って,満州青年連盟本部に於ては,種々
なる催しを計画しつつあったが,二十九日天長の佳節を利用して,会員及一般一民の保健体育を強
調するため,大房身連盟理事岡田猛馬氏経営の農園に遠足を行ひ,同農園の実習を行なった。会す
る者本部理事を初め役員及会員,煩わしい都会生活から逃れて大地を耕す喜びを味合うと同時に,
宏麗無辺の中に立ち,旭光の連盟旗の下で大に体育の増進をはかり,頗る有意義に一日を終った0」

という。

また健康週間の行事として映画と講演会が企画され,「体育・保健」の映画「手のたわむれ 4巻 ,

健康第一,二巻,体育映画二巻」と青年連盟理事長代理の金井章次が「保健に関して」,岡部平太が
「保健体育に関して並びに映画の説明」について講演するとともに,体操実演会も開催されている。
さらに同年 9月 22日 には (第 4号議案)「全満州国際オリンピック大会開催の件」 (吟爾賓支部提

出)な らびに「日支露対抗陸上競技会開催の件」 (長春支部提出)が決議されているが,『満州青年
連盟史』には,こ う記述されている。
「本案の主旨とするところは体育奨励を兼,日 ,支,露三国の親善に資し,延いて東洋の平和に貢
献せんとするものにて,最も有意義なる催しなれ共,事国際的に亙り,且つ経費の点等よりして議
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会に種々異論ありたるなれ共,長春支部の具体的精算,計画に信頼し,同支部に一切を挙げて委任
するに決した」が,「爾来同支部に於ては奉天東北大学及吟賓爾露人体育協会と協議を重ね,其プラ
ンを進め来ったのであるが,翌昭和六年に至り日支関係は益々悪化するに至りたるを以て遂に中止
の止むなきに至った次第である。いも

この青年連盟は,1932年 7月 25日 ,国務院において発会式と創立宣言を行ない「満州国協和会」
(大正12年の関東大震災の際にあの大杉栄,伊藤野枝を虐殺した元憲兵大尉甘粕正彦が特務部長に
就任する。また1939年11月 には国策映画会社「満映」の理事長となる。)に再編成され,ス ポーツの

擬似的,も しくは虚像としての (文化開発〉政策に深く介在することになる。

あ と が  き ―満州体育・ スポーツの く近代化〉幻想一

近代に成立したさまざまな大衆文化は,ある一定の政治性を帯びたイデオロギーとして機能する
ことは指摘するまでもない。つまり全体主義,自由主義,共産主義等の政治 。社会体制は,大衆文
化やマスメディアのもつ大衆性・宣伝性・扇動性等に依存しながら,そ うした大衆文化がもつプロ

パゴングの機能を積極的に利用してきた。近代において登場したスポーツも大衆文化として成長し,

そうした歴史的制約を受けざるをえないことは,自明の理であり,かって当然のごとく叫ばれたくス

ポーツの政治的中立〉という言葉は,今日,も はや死語となった。
近代においてわが国のさまざま大衆文化は,「明治神宮競技大会」に象徴されるように,わが国の

国民に植民地帝国としての日本のイメージを刻み込むことに成功した。と同時に,そ られの文化的

媒体は,アジアにおける被植地民に対して,「皇国日本」としてのわが国の 〈虚像〉を広汎に宣伝す
るために想像以上のメディアの機能を発揮した。それは,国家として成立する以前の「満州」にお
いても妥当する。

すなわち,第 1に ,以上のような満州における満鉄を主軸とする体育・スポーツ政策は,(資源圏〉

として「満州」を位置づけるという戦略を忠実に反映し,「文化之融合」以前の主として満鉄付属地

を中心とした自国民である移植民の〈皇民化〉政策という旧帝国的支配の構造を内に含みつつ体育・

スポーツ政策,換言すれば,後の「文化之融合」政策にとって不可欠な客観的・物質的条件をつく
りあげることであった。

このことは,も ともと欧米の帝国主義の大衆文化である総体としての 〈近代スポーツ〉の日本化

された く複製〉文化を く移植〉することによって,それを媒体に支配者としての植民地帝国である
「近代化された皇国日本」のイメージを糊塗していく過程であつたのである。

だが,第 2に ,こ の政策理念は,やがて満州国の成立によって変質していくことになる。つまり,

建国と同時に大規模なスポーツ・イブェント (「建国大運動会」や「満州国体育大会」など)を開催
するという発想は,従来の植民地政策とは質を異にしている。つまり,こ うした満州国における体
育・スポーツの政策理念なり,その策定は,例えば日韓併合から始まる日本の朝鮮半島に対する植
民地支配は,寺内・長谷ナIIのいわゆる 〈武断政治〉を経て,第 3代斉藤実の く文化政治〉へと軌道
を修正させることになったことと対応している(1ち

その背景には, 3・ 1独立運動に対して く武カーカ〉による封じこめ政策の限界を察知した日本

帝国主義当局が,武断にとってかわる文化による植民地支配の可能性に目醒め,あ る種の懐柔策と
して,それまでの弾圧政策を緩和し,植民地政策の重点を 〈文化開発一近代化〉におくという方針
を策定したことを意味する。まさに満州国における体育・スポーツ振興政策は,国内における先導
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試行 (そ の典型 は「明治神宮競技大会」である)に学んだ く成果〉の結果であ り,かつスポーツの
プロパガンダ性を十分認識 していたといえよう。

江

―,旧字体を新字体とした
一,西暦,満歴,和歴を並記した
一,ルビの一部は引用者とする

(―)ま えがき ～植民地体育政策に関する先行研究～
(⊃ 拙著『昭和スポーツ史論』不味堂出版 1991年 207～ 210ペ ージ
国家としての満州が,ま た他民族が参加したのは, この大会からであったが,満州のほか侵略支配した朝鮮・台
湾などの植民地からの参加は第 1回大会からであった。ただし,それも日本人に限られていた。
『明治神宮体育大会報告書』は,満州国の参加について次のように述べている。
「満州国に在っては建国以来日満一億一心の理想に基づき,国民体育運動を通じ,日満両国民の国交的交歓の深ま
る様指導して来たのであるが,特に日本国民の国民的大祭典たる明治神宮国民体育大会に対しては全国民代表を送
り,日本皇室崇拝,明治天皇の御聖徳を賛仰し奉り度き希望を有して居り,特に昨年本大会が政府主催に移り,未
曽有の大規模のものとなり,挙国的の実を挙げ,国民的意気と感激を高く昂揚するに及んで満州国側の之の希望は
一層熾烈さを加へたり。」 (拙著 115ページ所収)

満州国の参加の経緯については,本書で若千明らかにしているが,別の機会に改めて問題にしたい。
12)「冷陥」とは,1931年 9月 18日 の柳条湖事件から45年 8月 15日 の日本の敗戦にいたる間侵略され,屈辱をなめさ
せられた中国東北部の歴史のことをさしている。

なお,こ の拙稿を脱稿中に「満州国」教育史研究会 (代表 海老原治善)か ら「『満州・満州国』教育資料集成」
(全23巻 エムティ出版)力澪」行されており,さ まざまな分野で「日本近代と満州」問題が注目されつつあること
をうかがわせる。本稿では,残念ながらこれらの資料を生かす時間的余裕をもちあわせなかった。他日を期したい。

儒)岩波講座『近代日本と植民地 7 文化のなかの植民地』ナII村 湊「はじめ」
は)以下の諸論を参照されたい。
「日本植民地体育政策の特徴 (―)-1911年朝鮮教育令の発布と体育政策の特徴―J(『体育・スポーツ評論』国
民スポーツ研究所 不味堂出版 1985年 )
「日本植民地体育政策 (二 )」 (『体育・スポーツ評論』第 2号 国民スポーツ研究所 不味堂出版 1987年 )
「日本植民地体育政策の特徴 (三) 皇国民化体育政策下の体力管理・スポーツ統制と民族主義的体育の抵抗」
(『体育・スポーツ評論』第 3号 国民スポーツ研究所 不昧堂出版 1988年 )
「日本植民地体育政策の特徴 (四 )」 (『体育・スポーツ評論』第 4号 国民スポーツ研究所 不昧堂出版 1990年 )

(二)分析の視点 (1)
は)大江志乃夫「 1 東アジア新旧帝国の交替」岩波講座『近代日本と植民地 1』 1992年 16ページ
修)周知のことではあるが,日本が満州という土地にこだわりはじめるのは日清講和条約からである。この講和条約
で海軍と陸軍の要求は一本化されず,海軍は台湾の領有を,陸軍は遼東半島の割譲を主張し,ま た外務省は奉天省
南部の領有を主張した。その結果,日本の講和条約案では,(甲 )奉天省南部の地 (乙 )台湾全島とその付属諸島,
および謀湖列島の割譲を清国に求めたが,いわゆる三国 (露仏独)干渉によって断念せざるをえなかった経緯があ
る。

もともと満州は,正確には「満洲」と表記するが, これまでの通例にしたがった。また日本側から呼ばれる「満
州というのは明確に定義しにくい厄介な代物」であり,「 とりわけ満州を一つの地名と考えたばあい,その範囲を正

確に規定するのは不可能なことJであって,「そもそも満州は地名かどうかも曖味である」 1/1ヽ峰和夫『満洲一 【起
源・植民・覇権】―』御茶ノ水書房1991年  「はじめ」)と さえいわれるが,強烈な歴史的イメージが浸透しており,
あえて「満州Jと する。ちなみに中国側からは,「満州国」は「偽満」,も しくは「偽満州国」と呼ばれている。
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1.リ ットン調査団と満州国スポーツ・イヴェントの展開

は)リ ットン調査国は,1931(昭和 6)年 12月 10日 ,国際連盟パリ総会の決議「日支両国間の平和の基礎を攪乱する

恐れのある一切の事情につき実地調査をなす」(第 5項)ために組織された。翌年の 1月委員としてリットン伯爵 (イ

ギリス),ク ローデル中将 (フ ランス),シュネー博士 (ドイツ),アルドロヴァンディ伯爵 (イ タリア),そ してオ

ブザーバーのマッコイ少将 (アメリカ)が任命された。
鬱)満州帝国政府編『満州建国十年史』復刻 原書房 1969年 885ページ
偲) 同 前 874ページ なお「満州国体育協会」については,次の機会にぶれたい。
は)満州国史編纂刊行会編『満州国史 各論』第一法規出版 昭和46年 1186ページ
G)満州帝国政府編『満州建国十年史』前掲 886ページ
16) 同 前 886ページ
P)金森誠也訳 新人物往来社 1988年
偲)『満州建国十年史』前掲 886ページ 傍点筆者
開催期間は,奉天,新京,吟爾濱,東省特区等は2日 間,その他遼陽,鞍山,営口,金州,旅順,大連,安東,
撫順等では1日 であった。

19)同  前 886ページ

2.関東軍の登場と満州国の成立過程
(1)後藤は,1857(安政 4)年,岩手・水沢藩に生まれる。福島の須賀川医学校に学んだ後,愛知県病院長,内務省
衛生局長を経て,日清戦争では臨時陸軍検疫部に配属となった。この時検疫部長であつた児玉源太郎の知己を得,

児玉が1898(明治31)年 1月 に台湾総督に就任すると,後藤も総督府民生局長 (後に民生長官)に推挙される。
局長就任中の9年間に後藤は,警察制度の改革,保甲制度による治安政策の確立,産業開発のための公債基金の

導入,土地調査の実施などによって台湾の植民地統治に手腕を発揮し,1903(明治36)年には貴族議員に勅選され

る。

一方,1904(明 治37)年 6月 に児玉は,乃木希典の後任として台湾総督を兼任したまま満州軍参謀総長に就任す

るが,1905年 9月 ,後藤が満韓旅行の途中奉天の満州軍参謀部に児玉を訪ね,後藤の満韓政策論に傾倒し,満鉄総
裁に推薦する。

なお「文装的武備論」とは,1914(大正 3)年に幸倶楽部で講演した自らの植民地政策論をこう呼んだものであ
る。

121 信夫清三郎『後藤新平 科学的政治家の生涯』東京博文館 1941年 206ペ ージ
⑤  同 前 208ページ
傲)『満州開発四十年史』前掲 1931ページ
脩)鈴 木隆史『日本帝国主義と満州 上』塙書房 1992年 149ページ
脩)こ の点に関しては浅田喬二「満州農業移民と農業・土地問題J(『近代日本と植民地 3』 岩波書店 1993年)を参
照されたい。

『満州開発四十年史』前掲 84ページ

同 前 86ページ

3.満州における植民地教育政策
(D  同 書  『補巻』前掲 74ページ

4.満州における植民地体育政策の現況
(1) 同 書 873ページ
岡部平太は,明治24年 9月 ,福岡県に生れる。福岡師範を経て大正 5年,東京高師を卒業する。卒業後,水戸高

等学校で柔道 (講道館 8段)の指導に当るが, 1年後には,シカゴ大学に留学し,主にアメリカの大学体育を研究・

視察する。大正10年に満鉄に入社し,体育分野を担当し,柔道のみならず体育・スポーツ全般にわたって企画,指
導する。昭和 6年まで満鉄に在職するが,昭和■年には馬傭大学・北京大学において敗戦直前の昭和20年 6月 まで

体育を講ずる。彼は,「 日本体育の将来」 (『体育と競技』昭和14年 2月号)のなかで「東亜新秩序といふ大理想を提
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示して邁進をつづける現状日本の姿は,実に世界歴史の壮観」であり,「今日以後日本の体育論の主流は完全にこの
長期建設の波動に乗って,その=つの礎石たる役目をはたすこと以外にない」と断じている。
戦後は福岡学芸 (現教育)大学に勤めるとともに,昭和26年のボストン・マラソン大会の日本選手団監督となる。
昭和31年 3月 ,同大学を定年退官する。
斉藤兼吉は,1895年 に佐渡に生れる。大正 6年,芝浦で行なわれた極東大会に出場し,槍投げ・五種競技に優勝
する。1920年のアントワープ大会に初出場の代表選手として参加しているが,彼がどういう経緯で満州とかかわり
をもつようになるのかはっきりしていない。戦後は金沢大学教授を勤める。

(2)『満州国史 各論』前掲 1185ページ
儒)拙著 前掲書 48ページ参照
(4)『満州国史 各論』前掲 1185～ 1186ページ
(5)『満州建国十年史』前掲 873ページ

(0 満州青年連盟史刊行会『満州青年連盟史』1933年 復刻 原書房 1968ページ
(7) 同 前 353ページ
(8) 同 前 285ページ

あとがき

(り ただし,〈文化〉による 〈植民地支配〉を く武断〉(武力・軍事力)に よる支配と全く異質の支配形態と考えるの
は,誤っている。(文化〉の背景には,絶えず 〈軍事力〉が控えている。ただ,〈文化政治〉は,支配者・被支配者
の両者にとって,いずれも両刃の剣となりうる可能性を秘めている。この点に関しては西尾達雄氏の前掲論稿を参
照されたい。

その他の参考文献

松岡洋右『満鉄を語る』第一出版社 1937年

同上  『興亜の大業』第一公論社 1941年
満鉄会『満州倶楽部野球史』 1969年

藤原 彰『太平洋戦争史論』青木書店 1985年
古谷哲夫『日中戦争』岩波書店 1986年

入江克己『日本ファシズム下の体育思想』不昧堂出版 1986年

江口圭一『十五年戦争小史』青木書店 1986年

五味川純平『「ネ申話」の国の崩壊』文藝春秋社 1988年

武藤富夫『私と満州国』文藝春秋社 1988年

入江克己『日本近代体育の思想構造』明石書店 1988年

北岡仲一『後藤新平―外交とブィジョンー』中央公論社 1988年

万  峰『日本ファシズムの興亡』六興出版 1989年
伊藤 隆 百瀬 孝『事典 昭和戦前期の日本』吉川弘文館 1990年
秋水芳郎『満州国 虚構の街律』光人社 1990年
渋谷重光『大衆操作の系譜』勁草書房 1991年

佐藤卓己『大衆宣伝の神話―マルクスからヒットラーヘのメディア史―』弘文堂 1992
岩波講座『近代日本と植民地 4』 岩波書店 1993年

同上  『近代日本と植民地 5』 岩波書店 1993年
同上  『近代日本と植民地 6』 岩波書店 1993年
同上  『近代日本と植民地 8』 岩波書店 1993年
「満州国」教育史研究編『「満州国」教育史研究 N01』 東海教育研究所 1993年

山室伸一『キメラー満州国の肖像』中央公論社 1993年

(1993年 7月 31日 受理)


